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１ 編成方針 

平成27年度予算は、「一人ひとりを大切に 平和をつなぎ 確かな未来を拓く予算」

と位置付け、４年目となる第五期長期計画の各分野に掲げられた施策を着実に推進す

るとともに、新たな課題にも対応しながら持続可能な市政運営を行っていくため、限

られた財源を重点的かつ効率的に配分することを基本に予算を編成した。 

また、効率的な行政経営を目指し健全な財政運営を維持するため、事務事業及び補

助金の見直しを継続的に実施したほか、経常経費では、前年度予算額を上限とする枠

配分方式を引き続き実施するなど、内部努力による経費の節減を行った。 

２ 予算のポイント 

Ⅰ 健康・福祉 

介護保険制度改正に伴う地域支援事業  ／  高齢者安心コール事業 

生活困窮者自立支援事業 ／ 胃がんハイリスク検査   

Ⅱ 子ども・教育 

待機児童対策  ／ 子ども文化・スポーツ・体験活動事業 ／  

小中学校ＩＣＴ環境整備事業 ／ 特別支援教育の推進 

Ⅲ 文化・市民生活 

市民文化会館改修事業 ／ 平和啓発事業 ／ 観光推進事業の強化 

通学路防犯カメラ設置 ／ 防火・防災施設の整備 

Ⅳ 緑・環境 

新武蔵野クリーンセンター(仮称)建設事業 ／ 水の学校事業 

廃熱エネルギー需給最適化調査検討事業 ／ 水と緑のネットワーク事業 

Ⅴ 都市基盤 

石神井川排水区雨水幹線整備事業 ／ 浸水対策事業 

吉祥寺駅ホームドア設置事業 ／ 武蔵境駅周辺整備事業  

Ⅵ 行・財政 

第五期長期計画・調整計画策定 ／ 社会保障・税番号制度対応 
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３ 予算規模 

（１）一般会計予算規模 

 （単位：千円）

平成 27年度 平成 26年度 比 較 
増減率(%) 

27 年度 26 年度 

一 般 会 計 62,878,000 60,260,000 2,618,000 4.3 4.3

（単位：百万円） 

年 度 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

予算規模 53,100 56,950 55,280 55,200 56,940 56,830 55,650 57,790 60,260 62,878 

伸 び 率 △ 3.1 7.3 △ 2.9 △ 0.1 3.2 △ 0.2 △ 2.1 3.8 4.3 4.3 

市 税 35,608 36,670 36,268 36,257 36,341 36,622 36,262 36,407 37,708 38,517 

伸 び 率 4.3 3.0 △ 1.1 0.0 0.2 0.8 △ 1.0 0.4 3.6 2.1 

市税の割合 67.1% 64.4% 65.6% 65.7% 63.8% 64.5% 65.2% 63.0% 62.6% 61.3% 
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一般会計の予算規模は、障害者自立支援給付等事業や待機児童対策などの社会保

障関係予算の増や、新武蔵野クリーンセンター（仮称）建設事業や市民文化会館

改修事業などの増により、前年度に比べ 4.3％、26 億 1,800 万円増の総額 628 億

7,800 万円となった。



- 3 -

【主な増減内容】

増 ○ 市民文化会館改修事業 

○ 新武蔵野クリーンセンター（仮称）建設事業 

○ 待機児童対策

○ 障害者自立支援給付等事業

減 ○ 公園等建設事業用地購入費

○ 第四中学校土地購入費

○ 桜野小学校校舎増築工事

（２）会計別予算規模

 一般会計に特別会計を合わせた武蔵野市全体の予算規模は、総計で951億9,100万円、

一般会計から特別会計への繰出金及び特別会計から一般会計への繰出金を除いた純計

では892億6,000万円となった。 

（単位：千円）

区 分 平成 27年度 平成 26年度 比較 
増減率 (%) 

27 年度 26 年度 

一 般 会 計 62,878,000 60,260,000 2,618,000 4.3 4.3 

下 水 道 事 業 会 計 3,143,611 4,171,423 △1,027,812 △24.6 △37.0 

国民健康保険事業会計 15,203,459 12,959,114 2,244,345 17.3 2.3 

後期高齢者医療会計 3,372,402 3,311,087 61,315 1.9 4.8 

介 護 保 険 事 業 会 計 10,593,157 10,565,594 27,563 0.3 6.0 

総    計 95,190,629 91,267,218 3,923,411 4.3 1.2 

純    計 89,259,975 85,519,284 3,740,691 4.4 1.0 

【参考】 （単位：億円）

区 分 平成 27年度 平成 26年度 比較 
増減率 (%) 

27 年度 26 年度 

国 の 一 般 会 計 963,420 958,823 4,597 0.5 3.5 

東 京 都 の 一 般 会 計 69,520 66,667 2,853 4.3 6.4
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【特別会計の主な増減理由】

下 水 道 事 業 会 計

予算額は31億4,400万円で、前年度比24.6％、10億2,800万円の減となった。 

歳入では、ここ数年有収水量が減少傾向にあることを考慮し下水道使用料の減を見

込んだ。また、下水道建設事業費の減に伴う国・都支出金及び市債の減を見込んだ。

歳出では、石神井川排水区雨水排水幹線整備事業などが増するが、雨水貯留施設設置

事業などの減により、下水道建設費が大きく減となった。 

国民健康保険事業会計  

予算額は 152 億 300 万円で、前年度比 17.3％、22 億 4,400 万円の増となった。 

歳入では、税額の改定等による保険税の増の他、保険財政共同安定化事業の制度改

正による共同事業交付金の増を見込んだ。歳出では、同様に保険財政共同安定化事業

の制度改正により、共同事業拠出金が増加した。 

後期高齢者医療会計  

予算額は 33億 7,200 万円で、前年度比 1.9％、6,100 万円の増となった。 

被保険者数及び一人当たりの給付費の増を見込み、歳入では保険料、歳出では後期

高齢者医療広域連合に対する分賦金が増加した。

介 護 保 険 事 業 会 計  

予算額は 105 億 9,300 万円で、前年度比 0.3％、2,800 万円の増となった。

歳入では、保険料の改定や被保険者数の伸びによる保険料の増とする一方、制度改

正による国庫支出金及び支払基金交付金の減を見込んだ。歳出では、制度改正におけ

る給付費から介護予防・生活支援サービス事業費への移行及び包括的支援事業の充実

により、地域支援事業費が増加した。
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（３）水道事業会計予算規模 

業務予定量は、給水栓数８万 6,400 栓、年間総給水量 1,753 万 8,076 立方メート

ル、１日平均給水量は、４万 8,050 立方メートルとした。 

  収益的収入は水道事業収益37億7,200万円で、主なものは給水収益34億6,800万

円と見込んだ。収益的支出は水道事業費 36 億 2,100 万円で、主なものは原水及び

浄水費の中の受水費 15 億 900 万円と見込んだ。収益的収入から収益的支出を差引

いた純利益は１億 5,100 万円を見込んだ。 

資本的収入は1億900万円を見込んだ。資本的支出10億2,400万円の主なものは、

配水施設費５億 200 万円、原水及び浄水施設改良工事費１億 5,000 万円で、配水管

の新設工事を 105 メートル、古い鋳鉄管の改良工事を 205 メートル、配水補助管の

改良工事を 2,581 メートル行い、その結果、水道管の耐震化率は 45.6％となる見込

みである。資本的収入から資本的支出を差引いた９億 1,500 万円の不足額は、消費

税及び地方消費税資本的収支調整額、損益勘定留保資金、減債積立金で補 する予

定である。 

（単位：千円） 

区 分 平成 27年度 平成 26年度 比 較 
 増減率 (%) 

27 年度 26 年度 

収 益 的 収 入 3,772,021 3,798,196 △ 26,175 △ 0.7 6.9

収 益 的 支 出 3,621,267 3,660,113 △ 38,846 △ 1.1 4.2

資 本 的 収 入 108,689 17,572 91,117 518.5 △ 52.2

資 本 的 支 出 1,023,570 947,265 76,305 8.1 △ 9.0
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４ 予算の状況（一般会計）

（１）歳入の概要

（単位：千円） 

区  分（款） 
平成27年度 平成26年度 比較 増減率(%) 構成比率(%) 

予算額 (A) 予算額 (B) (C)=(A)-(B) （C）/（B） 27 年度 26 年度 

1 市 税 38,517,000 37,707,780 809,220 2.1 61.3 62.6

2 地 方 譲 与 税 135,000 145,000 △ 10,000 △ 6.9 0.2 0.2

3 利 子 割 交 付 金 200,000 200,000 0 0.0 0.3 0.3

4 配 当 割 交 付 金 400,000 100,000 300,000 300.0 0.6 0.2

5 株式等譲渡所得割交付金 250,000 20,000 230,000 1,150.0 0.4 0.0

6 地方消費税交付金 3,114,000 2,180,000 934,000 42.8 5.0 3.6

7 自動車取得税交付金 55,001 56,001 △ 1,000 △ 1.8 0.1 0.1

8 地 方 特 例 交 付 金 30,000 30,000 0 0.0 0.1 0.1

9 地 方 交 付 税 100 100 0 0.0 0.0 0.0

10 交通安全対策特別交付金 15,000 15,000 0 0.0 0.0 0.0

11 分担金及び負担金 368,650 411,961 △43,311 △10.5 0.6 0.7

12 使用料及び手数料 1,598,536 1,509,550 88,986  5.9 2.5 2.5

13 国 庫 支 出 金 8,181,197 7,552,466 628,731 8.3 13.0 12.5

14 都 支 出 金 5,551,879 5,175,975 375,904 7.3 8.8 8.6

15 財 産 収 入 120,357 92,301 28,056  30.4 0.2 0.2

16 寄 附 金 100 100 0 0.0 0.0 0.0

17 繰 入 金 1,973,012 2,366,490 △393,478 △16.6 3.1 3.9

18 繰 越 金 700,000 700,000 0 0.0 1.1 1.2

19 諸 収 入 422,168 451,276 △29,108 △6.5 0.7 0.7

20 市 債 1,246,000 1,546,000 △300,000 △19.4 2.0 2.6

計 62,878,000 60,260,000 2,618,000 4.3 100.0 100.0

○ 市税については、市たばこ税の減はあるものの、個人市民税、法人市民税、

固定資産税、都市計画税、事業所税などの増のため、前年度に比べ８億900

万円（2.1％）の増となった。 

○ 地方消費税交付金については、平成26年４月からの消費税率の引き上げによ

り、前年度に比べ９億3,400万円（42.8％）の増となった。 

○ 国庫支出金については、新武蔵野クリーンセンター（仮称）建設事業に対す

る補助金の増などにより、前年度に比べ６億2,900万円（8.3％）の増となっ

た。 
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○ 市税の状況

平成27年度の市税収入は385億1,700万円、前年度当初予算額に比べ８億900万円

（2.1％）の増となった。 

税制改正により、個人市民税、法人市民税とも減となる影響があるものの、個人

市民税は、転入等の人口増による納税義務者数の増により、増額を見込む。法人市

民税は、景気の影響を踏まえ、増を見込む。固定資産税は、償却資産については、

新規の設備投資の減少により減を見込むが、土地及び家屋については平成27年は評

価替えにあたり、課税標準の上昇が見込まれ、また据置特例の廃止により、全体で

は増を見込む。 

（単位：千円） 

区分（税目） 
平成 27 年度 

予算額 
平成 26 年度 

予算額 
比較 

増減率 (%) 

27 年度 26 年度 

市 民 税  個 人 16,261,000 15,825,600 435,400 2.8 4.7

市 民 税  法 人 3,055,000 2,893,800 161,200 5.6 15.5

固 定 資 産 税 15,112,000 14,943,900 168,100 1.1 1.2

軽 自 動 車 税 35,200 35,180 20  0.1 △ 0.5

市 た ば こ 税 961,000 1,005,000 △ 44,000 △ 4.4 △ 3.5

事 業 所 税 621,000 586,500 34,500 5.9 0.6

都 市 計 画 税 2,471,800 2,417,800 54,000 2.2 2.7

計 38,517,000 37,707,780 809,220 2.1 3.6
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※ 平成2５年度までは決算額、平成2６年度は決算見込額、平成2７年度は当初予算額である。

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他
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○ 消費税率の改定及び地方消費税交付金について

 消費税とは、事業として行った商品の販売・サービスの提供等の国内取引や外国貨

物の引取りに対して課税される税で、平成25年度までは国税分として４％、都道府県

分（地方消費税）として１％、あわせて５％が課税されていた。この都道府県分のう

ち、２分の１が地方消費税交付金として市町村に交付されている。 

 平成26年４月１日からの消費税率の引き上げに伴い、地方消費税率が現行の１％か

ら1.7％に改定されたことにより、平成26年度に比べ９億3,400万円増の、31億1,400

万円を予算計上している。 

 地方消費税交付金については、社会保障施策の安定・充実に要する経費に充てるも

のとされており、以下の事業の経費に充当している。 

（歳入） 消費税率改定前の地方消費税交付金 17億円   

  消費税率改定後の地方消費税交付金 31.1億円   

  差額（地方消費税率引き上げに伴う社会保障財源分）14.1億円 

（歳出）             （単位：千円）

障害者福祉費においては、障害者自立支援給付等事業、地域生活支援事業（介護・

訓練等給付費）の財源として４億6,000万円を充当している。 

児童福祉総務費においては、認証保育所等への運営費補助や認可外保育施設入所児

童保育補助金のため、３億8,000万円を充当している。 

 児童処遇費においては、認可保育所、認定こども園、小規模保育施設、家庭的保育

の運営経費などに対して５億7,000万円を充当している。 

国都支出金 地　方　債 その他
社会保障財源
化分の地方消
費税交付金

その他

障 害 者 福 祉 費 4,355,930 2,469,573 0 240 460,000 1,426,117

児 童 福 祉 総 務 費 2,290,431 652,818 0 313 380,000 1,257,300

児 童 処 遇 費 5,214,514 2,545,277 0 351,119 570,000 1,748,118

合　　　計 11,860,875 5,667,668 0 351,672 1,410,000 4,431,535

社会保障施策に
要する経費

事業費

財源内訳

特定財源 一般財源
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【その他の主な費目の増減内容】

配 当 割 交 付 金
上場株式等の配当金等に対して都道府県民税として課税され

る配当課税のうち、概ね3/5が東京都より交付されている。平

成26年１月から税率が10％から20%（所得税15％、住民税5％）

となったこと及び上場株式等の配当等が増加していることか

ら３億円、300.0％の増となった。 

配当課税の都税分のう

ち概ね３/５が個人都民

税の収入率の割合で都

から交付されるもの。

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金
上場株式等の譲渡益に対して都道府県民税として課税される

株式等譲渡所得課税のうち、概ね3/5が東京都より交付されて

いる。平成26年１月から税率が10％から20%（所得税15％、住

民税5％）となったこと及び上場株式等の売買が増加している

ことから２億3,000万円、1,150.0％の増となった。 

株式等譲渡所得課税の

都税分のうち、概ね３/
５が市町村の個人都民

税の収入率の割合で都

から交付されるもの。

国 庫 支 出 金
社会資本整備総合交付金、生活保護費負担金の減があるもの

の、循環型社会形成推進交付金、保育所運営費負担金、障害

者自立支援給付費負担金、社会保障・税番号制度導入事務へ

の補助金などの増により、６億2,900万円、8.3％の増となっ

た。 

国から市への支出金で、

法令により負担義務を

負う負担金、奨励的、財

政援助的に交付される

補助金、本来国が行う事

務を便宜上行った場合

の委託金がある。

都 支 出 金
待機児童解消区市町村支援事業補助金、保育対策等促進事業

費補助金などの減があるものの、緊急輸送道路沿道建築物耐

震化補助金、保育所運営費負担金、認証保育所事業補助金な

どの増により、３億7,600万円、7.3％の増となった。 

都から市への支出金で、

国庫支出金同様、負担

金、補助金、委託金があ

る。

繰 入 金
公共施設整備基金繰入金、国際交流平和基金繰入金などの増

があるものの、学校施設整備基金繰入金、鉄道連続立体交差

化整備基金繰入金、公園緑化基金繰入金などの減により、３

億9,300万円、16.6％の減となった。 

市の貯金である基金か

ら取り崩して事業に充

てる基金繰入金と、特別

会計から入る特別会計

繰入金がある。

市 債
新武蔵野クリーンセンター（仮称）建設事業債、市民文化会

館改修事業債の増はあるものの、公園建設事業債、道路整備

事業債の減により、３億円、19.4％の減となった。 市の借金にあたるもの。

投資的経費等に必要な

財源を調達するために

借入れを行う。
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（２）歳出の概要

① 目的別分類 

 目的別分類は、歳出をその行政目的に応じて区分するもので、予算の｢款｣を基準

としている。

（単位：千円）

区 分 (款) 
平成 27 年度 平成 26年度 比較 増減率(%) 構成比率 (%) 

予算額 (A) 予算額 (B) (C)=(A)-(B) (C)/(B) 27 年度 26 年度

1 議 会 費 501,222 457,087 44,135 9.7 0.8 0.8 

2 総 務 費 9,463,162 7,655,136 1,808,026 23.6 15.0 12.7

3 民 生 費 24,850,940 24,218,795 632,145 2.6 39.5 40.2

4 衛 生 費 7,511,638 6,900,828 610,810 8.9 11.9 11.4

5 労 働 費 34,160 35,927 △ 1,767 △ 4.9 0.1 0.1 

6 農 業 費 59,004 69,836 △ 10,832 △ 15.5 0.1 0.1 

7 商 工 費 491,420 485,605 5,815 1.2 0.8 0.8 

8 土 木 費 9,136,717 8,696,769 439,948 5.1 14.5 14.4 

9 消 防 費 2,162,630 2,093,400 69,230 3.3 3.4 3.5

10 教 育 費 6,525,915 6,965,018 △ 439,103 △ 6.3 10.4 11.5

11 公 債 費 1,936,982 2,461,570 △ 524,588 △ 21.3 3.1 4.1

12 諸 支 出 金 104,210 120,029 △ 15,819 △ 13.2 0.2 0.2

13 予 備 費 100,000 100,000 0 0.0 0.2 0.2 

計 62,878,000 60,260,000 2,618,000 4.3 100.0 100.0 

【主な費目の増減内容】 

総 務 費 コミュニティセンター施設改修工事6,700万円、芸能劇場舞台照

明改修工事1,300万円などの減はあるものの、市民文化会館改修

事業10億3,700万円、社会保障・税番号制度対応１億9,200万円、

国勢調査事業8,600万円などの増により、18億800万円、23.6％

の増となった。 

庁舎管理、戸籍、統

計、徴税、選挙、職

員に要する経費など

市の全般的な管理に

必要な経費

○ 目的別分類では、総務費が前年度に比べ18億800万円、23.6％の増となっ

ている。民生費は、全体の４割を占めており、前年度に比べ2.6％の増と

なった。また、性質別分類においては、障害者自立支援給付等事業や待機

児童対策などの扶助費が前年度に比べ6.1％増、貸付金も増となっている。 

○ 武蔵野市行財政改革アクションプランや職員定数適正化計画等に基づき、

事務事業の見直し及び補助金の廃止・縮減を行ったほか、枠配分方式を引

き続き実施し経費節減を図った。 
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民 生 費 民間保育所施設整備補助金２億8,500万円、子ども協会立北町

保育園移転改築事業補助金9,300万円、子ども協会保育園事業

補助金7,400万円などの減があるものの、障害者自立支援給付

等事業２億6,500万円、民間保育所運営委託２億1,700万円、国

民健康保険事業会計繰出金１億4,500万円、認証保育所運営費

等補助金１億4,100万円などの増により、６億3,200万円、2.6％

の増となった。 

社会福祉、児童福祉、

生活保護など、一定

水準の生活を保障す

るために必要な経費

衛 生 費 クリーンセンター焼却・粗大施設改修費4,300万円、東京たま

広域資源循環組合負担金1,500万円などの減があるものの、新

武蔵野クリーンセンター（仮称）建設事業６億600万円、水痘

予防接種委託2,600万円、休日診療事業2,400万円などの増によ

り、６億1,100万円、8.9％の増となった。 

保健衛生や環境対

策、ごみ処理などに

必要な経費

土 木 費 公園等建設事業用地購入費９億400万円、都市計画道路7・6・1号

線事業１億3,000万円、公園等建設事業新増設等工事8,100万

円、景観道路事業電線共同溝設置工事6,800万円などの減があ

るものの、武蔵野市開発公社貸付金８億円、緊急輸送道路沿道

建築物耐震化助成金４億5,000万円、武蔵境地区区画道路整備

事業道路改修工事１億3,600万円、景観道路事業用地購入費１億

1,700万円などの増により、４億4,000万円、5.1％の増となっ

た。 

都市計画や道路・公

園等の維持・整備な

どに必要な経費

教 育 費 図書館システム更新作業委託6,500万円、情報教育指導事業

5,200万円、通学路防犯カメラ設置工事1,800万円などの増があ

るものの、第四中学校土地購入費３億5,500万円、桜野小学校

校舎増築工事１億7,500万円、給食調理施設改修工事5,900万

円、陸上競技場改修工事5,000万円などの減により、４億3,900万

円、6.3％の減となった。 

学校教育や生涯学習

などに必要な経費

公 債 費 据置期間が経過し元金の返済（庁舎排水管等改修事業、吉祥寺

北緑地用地買収等）が開始されることによる増があるが、過年

度分の償還終了（平成７、８年度減税補てん債、吉祥寺ナーシ

ングホーム建設事業、中央図書館建設事業等）による減があり、

５億2,500万円、21.3％の減となった。 

地方自治体が借り入
れた地方債の元金及
び利子の償還に要す
る経費
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② 性質別分類 

性質別分類は、経済的性質を基準として分類するもので、義務的経費、投資的経費

等に分けられる。 

（単位：千円） 

区 分 
平成 27年度 

予算額 (A) 

平成 26 年度 

予算額 (B) 

比較 

(C)=(A)-(B) 

増減率(%) 

(C)/(B) 

構成比率 (%) 

27 年度 26 年度 

義
務
的
経
費

人 件 費 9,752,394 9,316,886 435,508 4.7 15.5 15.4

扶 助 費 13,079,527 12,325,134 754,393 6.1 20.8 20.4

公 債 費 1,936,982 2,461,570 △ 524,588 △ 21.3 3.1 4.1

小 計 24,768,903 24,103,590 665,313 2.8 39.4 39.9

物 件 費 14,395,452 13,837,932 557,520 4.0 22.9 23.0

補 助 費 等 6,776,444 6,677,832 98,612 1.5 10.8 11.1

繰 出 金 5,701,487 5,525,022 176,465 3.2 9.1 9.2 

投資的経費 9,718,348 9,379,334 339,014 3.6 15.4 15.6

そ の 他 1,517,366 736,290 781,076 106.1 2.4 1.2 

計 62,878,000 60,260,000 2,618,000 4.3 100.0 100.0 

※ 義務的経費とは、歳出のうち、支出が義務付けられており任意に削減できない経費で、
一般的に人件費・扶助費・公債費の合計額をさす。

※ その他には、維持補修費、貸付金、投資及び出資金、積立金、予備費を含む。

人 件 費 扶養手当1,700万円などの減はあるものの、退職手当２億1,300万

円、期末勤勉手当7,000万円、地方公務員共済等負担金2,700万

円、議員報酬手当2,100万円などの増により、４億3,600万円、

4.7％の増となった。 

報酬、給料、職員手

当、共済費などの経

費

扶 助 費 生活保護法による扶助事業5,200万円、児童館緊急待機児童対策

事業2,800万円などの減があるものの、民間保育所等運営委託・

給付事業５億300万円、障害者自立支援給付事業２億6,500万円、

私立幼稚園施設型給付費7,100万円などの増により、７億5,400万

円、6.1％の増となった。 

生活保護法、児童福

祉法、老人福祉法な

どに基づいて支給す

る経費

公 債 費 据置期間が経過し元金の返済（庁舎排水管等改修事業、吉祥寺

北緑地用地買収等）が開始されることによる増があるが、過年

度分の償還終了（平成７年、８年度減税補てん債、吉祥寺ナー

シングホーム建設事業、中央図書館建設事業等）による減があ

り、５億2,500万円、21.3％の減となった。 

地方自治体が借り入

れた地方債の元金及

び利子の償還に要す

る経費
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物 件 費 道路ストック総点検委託6,200万円、くぬぎ園管理運営委託

5,500万円などの減があるものの、社会保障・税番号制度対応シ

ステム改修9,400万円、内部統合情報システム構築作業委託

7,000万円、図書館システム改修委託6,500万円などの増により、

５億5,800万円、4.0％の増となった。 

賃金、旅費、交際費、

消耗品費、役務費、

備品購入費、委託料、

使用料などの経費

補 助 費 等 子ども協会保育園事業補助金7,400万円、子ども協会認定こども

園事業補助金6,000万円などの減があるものの、認証保育所運営

費等補助金１億4,100万円、社会保障・税番号制度対応関連事務

交付金4,800万円、国際交流協会運営費補助金2,200万円の増な

どにより、9,900万円、1.5％の増となった。 

市民や各種団体など

に対する補助金など

の経費

繰 出 金 下水道事業会計繰出金2,700万円の減はあるものの、国民健康保

険事業会計繰出金１億4,500万円、介護保険事業会計繰出金

3,800万円、後期高齢者医療会計繰出金2,000万円の増などによ

り、１億7,600万円、3.2％の増となった。 

一般会計と特別会計
相互間で支出される
経費

投資的経費 公園等建設事業土地購入費９億400万円、第四中学校土地購入費

３億5,500万円などの減はあるものの、市民文化会館改修事業10億

3,700万円、新武蔵野クリーンセンター（仮称）建設工事６億600万

円、緊急輸送道路沿道建築物耐震化補助金４億5,000万円などの

増により、３億3,900万円、3.6％の増となった。 

道路、公園、学校、

文教施設など公共施

設の建設、用地購入

等に要する経費

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H27
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H21

H20

H19

H18

構成比

年度

性質別の構成比の推移

※ 平成25年度までは決算額、平成26年度は補正後の予算額、平成27年度は当初予算額による構成比である。

人件費 物件費 補助費等 扶助費 投資的経費 公債費 その他
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（３）基金と市債

○ 基金の状況

平成27年度一般会計の基金取崩予算額は17億4,400万円、利子収入による積立金

は3,100万円、平成27年度末の基金残高は、前年から17億1,200万円減少し、344億

5,000万円の見込みとなる。 

特定目的基金とは、地方自治体が条例の定めるところにより、学校をはじめ公

共施設の建設など特定の目的のために、財産を維持し、資金を積み立て、又は定

額の資金を運用するために設けるものである。また、財政調整基金とは、各年度

の収支差額の一部を積み立て、年度間の財源調整を図るためのものである。 

なお、平成27年度に基金を充てる主な事業は、市民文化会館改修事業、新武蔵

野クリーンセンター（仮称）建設事業（公共施設整備基金）、小中学校校舎等改修

工事（学校施設整備基金）、公園等建設事業（公園緑化基金）などである。 

一般会計における基金残高見込み                     （単位：千円）

区 分 25 年度末残高 
26 年度末残高 

見込み 

27 年度末残高 

見込み 

27 年度増減 

見込み 

財 政 調 整 基 金 6,091,714 6,095,324 6,097,913 2,589

特
定
目
的
基
金

公 共 施 設 整 備 基 金 11,977,896 12,329,151 11,219,561 △ 1,109,590

学 校 施 設 整 備 基 金 8,906,520 9,105,392 8,916,526 △ 188,866

吉祥寺まちづくり基金 3,204,620 3,209,780 3,160,570 △ 49,210

公 園 緑 化 基 金 4,210,641 4,231,541 3,986,158 △ 245,383

その他の特定目的基金 1,463,549 1,193,407 1,071,508 △ 121,899

合   計 35,854,940 36,164,595 34,452,236 △ 1,712,359

※平成2５年度までは実績額、平成2６・2７年度は見込額である。
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○市債残高の状況 

平成27年度末の一般会計市債残高見込みは、前年度から４億4,300万円減少し

177億3,700万円となり、うち減税補てん債は22億6,000万円となる。下水道事業会

計市債残高見込みは前年度から２億8,800万円増加し、81億8,800万円となる。 

市債（地方債）とは、地方自治体が必要な財源を調達するために負う債務で、

その履行が一会計年度を越えて行われるものである。また、減税補てん債とは、

地方税の特別減税などによる減収額を補てんするため、特例として認められる市

債で、平成18年度に廃止された。 

なお、市債は、市有施設などの建設にあたり資金の借入れを行い、その後５年

から30年かけて返済していくことにより、建設時点の市民だけでなくその施設を

利用する次の世代の市民にも負担を求めるといった政策的な観点より、世代間の

公平を保つための方法として位置付けられている。 

(単位：千円）

23年度末残高 24年度末残高 25年度末残高
26年度末残高

見込み 

27年度末残高

見込み 

一 般 会 計 22,155,118 20,372,525 19,256,080 18,180,140 17,736,891

下水道事業会計 4,314,860 4,944,681 6,467,401 7,900,280 8,188,103

土地開発公社 9,301,240 10,530,222 12,321,964 10,420,599 12,125,368

合  計 35,771,218 35,847,428 38,045,445 36,501,019 38,050,362
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特別会計等を含めた借入金の残高の推移

土地開発公社

下水道事業会計

一般会計

※平成２５年度までは実績額、平成２６・２７年度は見込額である。 
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25 26 27

134, 964 3, 293, 808 2, 096, 002 4, 849, 226 10, 374, 000 

134, 964 3, 293, 808 2, 096, 002 4, 849, 226 10, 374, 000 
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48, 000 100, 000 148, 000 
45, 234 3, 761 209, 633 258, 628 

26 27

82, 800 127, 320 210, 120 

82, 800 127, 320 210, 120 

101, 000 101, 000 

55, 000 55, 000 
27, 800 26, 320 54, 120 

210, 120

3, 040, 578
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26 27 28

318, 969 352, 377 1, 318, 187 1, 989, 533 
252, 969 336, 377 1, 318, 187 1, 907, 533 

66, 000 16, 000 82, 000 
36, 750 146, 613 325, 713 509, 076 
1, 837 7, 330 16, 285 25, 452 

159, 600 115, 000 630, 900 905, 500 
54, 758 38, 754 187, 525 281, 037 
66, 024 44, 680 157, 764 268, 468 

26 27

20, 000 150, 000 450, 000 620, 000 
20, 000 150, 000 450, 000 620, 000 

17, 500 180, 000 197, 500 
875 9, 000 9, 875 

60, 000 208, 800 268, 800 

20, 000 71, 625 52, 200 143, 825 

1, 989, 533

620, 000
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